
令和７年度税制改正大綱の概要                     株式会社コントロール社 

本稿は、『令和７年度税制改正大綱』(令和６年12月20日 自由民主党･公明党)を基に、その他各省庁資料などから参考資料を抜粋して作成しています。 

今後法令の詳細が明らかになりました際に、記事内容と相違が出る可能性がありますことを予めご了承ください。         禁無断複写・転載 

２ 資産課税 

１ 相続税・贈与税 

(１)直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置の延長(大綱 P.39) 

・適用期限が２年(令和９年３月31日まで)延長されます。 

(２)個人の事業用資産に係る贈与税の納税猶予制度における事業従事要件の見直し(大綱 P.39) 
・贈与の直前において(現行：贈与の日まで引き続き３年以上)特定事業用資産に係る事業に従事して

いたこととされます。 

適用期日等：令和７年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る贈与税について適用 

 

(３)非上場株式等に係る贈与税の納税猶予の特例制度における役員就任要件の見直し(大綱 P.39) 

・贈与の直前において(現行：贈与の日まで引き続き３年以上)特例認定贈与承継会社の役員等である

こととされます。 

適用期日等：令和７年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る贈与税について適用 

 

２ 登録免許税 

(１)相続に係る所有権の移転登記等に対する登録免許税の免税措置(大綱 P.40) 

・適用期限が２年(令和９年３月31日まで)延長されます。 

 

３ 固定資産税・都市計画税 

(１)生産性向上や賃上げに資する一定の機械・装置等に係る固定資産税の課税標準の特例措置の延長等

(大綱 P.41) 

・中小企業等経営強化法に規定する先端設備等導入計画に基づき、中小事業者等が取得する生産性向

上や賃上げに資する一定の機械・装置等に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、次の見直

しを行った上、その適用期限が２年(令和９年３月31日まで)延長されます。 

①対象資産が雇用者給与等支給額の引上げの方針を位置づけた同計画に基づき取得する一定の機械・

装置等に限定されます。 

②その機械・装置等に係る課税標準が、雇用者給与等支給額を1.5％以上引き上げる方針を同計画に位

置づけた場合は、最初の３年間価格の２分の１とされ、雇用者給与等支給額を３％以上引き上げる方

針を同計画に位置づけた場合は、最初の５年間価格の４分の１とされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業省  令和７年度(2025年度)経済産業関係税制改正について) 


